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「三田学会雑誌」90巻 4 号 （1998年 1 月）

マラウイにおける世銀• IM F主導の構造調整計画

—— 実施状況，効果，資源移転——

坂 元 浩 ー

1 . 本研究の背景と目的

今日の世界の途上国の中で最も注目を集めているのは，東南アジア及び極東アジアの国々の高度 

成長である。 ワシントンの代表的な国際開発金融機関である世界銀行（国際復興開発銀行の通称。以 

下，世銀と呼ぶ。）は， 93年 9 月にこれらの地域の 8 か国を対象とした「東アジアの奇跡」という報告 

書を発表したが， その成功の要因としていろいろ挙げながらも， 同機関と姉妹機関の国際通貨基金 

(以下，I M F と呼ぶ。）が中心となって進めてきた構造調整ないし経済自由化の有効性を強調してい 

る。

これに対して， 日本の識者を含めて，東アジアの成功は自由化ではなく産業の育成•保護が寄与 

したとの見解がある。 また， その市場万能の政策内容と弱者層への悪影響などの批判は今日でも強 

い。 しかし， その批判には構造調整の総合的な理解が不足している面があるし，実際面で日本も含 

むすべての主要援助国 • 機関がその枠組みで援助しており， その運解の不足を補うことを目的に， 

本稿では公正な評価が行われる。

世 銀 と I M F が構造調整計画を最初に導入した地域はサハラ以南アフリカ（48か国。以下，アフリ力 

と呼ぶ) である。今日旧社会主義圏の国々もこれらの国際機関の支援を受ける条件として構造調整計 

画を実施しており，アフリカ地域の最も長い構造調整の経験を知ることは，アフリカのみならず他 

の途上国の開発や経済協力を考える際にも参考になる。

さらに，政府開発援助（O D A )の総額で世界一となった日本は， これまでO D A の 6 割をアジアに 

振り向けてきたが，今後最貧国の多いアフリ力への協力の拡大が期待されている。

以上の背景の中で，本研究の目的は，構造調整計画を最も早くから実施している国の一つである， 

アフリ力大陸の東南部に位置するマラウイの事例を分析することである。次 の 2 章で全体的な分析 

方法を呈示し， 3 章で構造調整計画の設計（デザイン）を設定する。 そして， 4 章 と 5 章でマラウイ 

の事例を分析する。
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2 . 分 析 方 法

本章では，全体的な分析項目を概括的に論じ， より具体的な項目は以下の各章で説明する。

2 •1 分析項目

構造調整計画の分析ないし評価については，世銀の業務終了報告書（program /project completion  
r e p o r t )と業務事後評価報告書（program /project performance audit r e p o r t )が参考になる。他の文 

献も参考にすると，計画の設計，実施状況，効 果 の 3 つが主要な分析項目である。

設計はさらに政策目標，政策手段，実施計画の 3 項目で分析できるし，実施計画は政策実施の順 

序 （seq u e n c e )とスピードが具体的な分析項目である。実施状況と効果は数量化可能な指標でみられ 

るものと，制度構築など数量化が困難なものに分けられる。

本研究の分析対象項目であるが， まず政策目標の妥当性の判断には研究者の主観を避けえないの 

で分析項目としない。政策手段と実施計画についても，構造調整計画は一般に世銀と I M F の作成に 

よるとされており， その妥当性は扱わない。むしろ，本研究は構造調整計画の実績を分析対象とす 

ることとして，構造調整計画の設計は与えられたものとして分析を進める。

また，分析項目は経済的な指標を中心とする。理由としては，第 1 に，構造調整計画は基本的に 

経済計画であり， なによりもまずその経済効果を分析する必要があり，第 2 に，批判の多い社会的 

及び政治的影響は，十分な資料が得られないうえ計量化が難しく，客観的な分析ができないからで 

ある。

2 . 2 分析方法

前節での分析項目にしたがって，分析の順序としては，次 の 3 章で構造調整計画の設計を設定す 

る。 そして， そこで明らかになった目標や政策手段を土台にして，構造調整計画の実績として政策 

の実施の程度と政策の効果を取り上げ， 4 章においてマラウイの構造調整を分析する。数量的に把 

握できる指標を利用した客観的な分析を行う。

さらに，本研究においては，構造調整計画は経済全体でみたときに資源移転を変化させるので， 

第 5 章で生産部門間，経済主体間で資金フローの変化を分析することとする。 また， この分析は， 

その他要因の影響を完全に排除できない，効果指標の総量の増加のみの分析を補強できるというメ 

リットがある。

本研究に対する制約要因は，構造調整計画に関する資料や情報が十分にないことである。その理

( 1 ) World Bank, 1993.
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由としては，第 1 に他の多くの途上国と同じく，マラウイにおいても依然として情報の公開が十分 

に行われていない，第 2 に構造調整計画はマラウイにとって重要な経済政策を含んでおり，すべて 

の情報が明らかにされていない， ということが挙げられる。 したがって， 3 章において構造調整計 

画の設計を特定化して， それを踏まえて実績の分析を行う必要がある。

参考文献としては，マラウイに関する資料に加えて，他の途上国の構造調整の経験及び一般的な 

経験を引用する。後者については，構造調整の立案者である世銀の出版物が主に利用される。 また， 

経済政策に関する一般的な文献も参照する。

他の国の構造調整の経騃を参照する理由は，既に述べたように，マラウイの構造調整計画に関す 

る情報が十分にないことにある。 もっとも，構造調整計画に関する批判の一つは， その内容が画一 

的であって，国毎の違いを考慮しないということであり，マラウイの事例に関して他の国の経験及 

び一般的な経験を参照することは正当化されうるであろう。

3 . 構造調整計画の設計

本章の課題は，構造調整計画の設計を設定することである。 その対象とする分野が広く， しかも 

すべての情報が公表されていないことから，マクロ経済学や経済政策論の知識も借りて構造調整計 

画を一般的に論じる。分析の順序は前章で示した項目にしたがうものとする。

3 . 1 計画の枠組み

一般の経済政策論及び構造調整計画の政策などから類推すると，構造調整計画は主に経済安定化 

計画と構造調整計画（狭義）に 分 か れ る （表 1 参照)。前者を I M F が，後者を世銀が主に担当する。 

そして，上述の被融資国の計画ないし政策の実施を条件（コンディショナリティ） として，国際的支 

援政策が採られる。国際的支援政策は，対外債務返済の負担の軽減と援助からなる。

構造調整計画の実施は，世銀が 1980年にケニアとセネガルに経済全体を対象とした構造調整融資 

(Structural adjustment loan: S A L ) ,スーダンに農業部門を対象とした部門調整融資（Sector adjust
ment loan: S E C A L )を供与したことから始まった。両方とも 3 年を対象期間とする。 80年代後半か 

ら多くのアフリ力諸国が世銀の調整融資（S A L とS E C A Lを合わせた呼び名）を受けている。 とりわ 

け， 80年代前半に比べて，部門調整融資が増えている。

I M F は80年代前半までは 1 〜 2 年の短期を対象とするスタンドバイ融資を供与していたが，途上 

国の構造調整には長期を要するとの認識に達して， 80年代後半から 3 〜 4 年を対象期間とする構造 

調整ファシリテイ （Structural Adjustment Facility: S A F ) と拡大構造調整ファシリテイ （Enhanced

( 2 ) M osley et al” 1991. W orld Bank, 1989.
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表 1 構造調整計画（SAP) の目標と政策

計画の
期間 対象分野

政 策 目 標  

( [ ] 内はSAPの 
直接の目標でない)

効 果 指 標 政 策 手 段
その他の要因

種類
最終指標 中間指標 政策実施指標 数量化できない政策

経済 短期 経済全体 国際収支 経常赤字/ GDP 輸出量 為替レートの切下げ 天候

安定化 (1~ 
3年)

赤字の是正

インフレの抑制 

(失業削減)

消費者物価指数

輸入量 政府経常収支赤字/GDP 
政府投資支出/ GDP

政府経常収支赤字/GDP 
政府投資支出/GDP 
金利

国際価格 

国際需要 

国際輸送路 

難民

構造調整 中期 経済全体 資源配分の 直接生産/ GDP 労働生産性 1)経済開放 一輸入障壁の削減 天候

(狭義） (3~ 効率化 輸出/ GDP 資本生産性 — 為替レートの切下げ 一外資導入 国際価格

9年)

(持続的成長） 

(所得分配の公正化）

公的部門赤字/GDP 
(政府，公企業）

2)国内規制緩和 

一価格自由化

/ ノンセンテイブ供与

3)公的部門改革 

一経常支出抑制 

(賃金等）

— 歳入増加 

一投資支出削減 

/合理化

一市場参入障壁 

(政府許認可)の除去

国際需要 

国際輸送路 

難民 

輸出割当

出所：坂元浩ー「構造調整とマラウイ農業」原ロ武彦編『構造調整とアフリカ農業』アジア経済研究所，1995年を 

利用して作成。

Structural Adjustment Facility: E S A F )を導入した。

上述の融資は，いずれも経済全体ないし特定部門を対象とした，国際収支赤字救済となる輸入の 

ための外貨補給となっている。

3 . 2 計画の内容

3 . 2 . 1 政策目標

構造調整計画に関する一般的な資料には政策は書かれているが，政策目標は明示的に示されてい 

ない。計画の実績を分析するには， どの目標が対象となっているかを把握し， その目標を体現する 

指標を導入する必要がある。

一般に短期の政策目標は国際収支赤字の是正， インフレの抑制，失業削減であり，長期の目標は 

持続的成長，資源配分の効率化，所得分配の公正化である。

そこで，一般の経済政策論及び構造調整計画の政策，マラウイの構造調整計画に関する資料を参 

照すると，短 期 （1 〜 2 年）の経済安定化の主な目標は国際収支赤字の是正とインフレの抑制であ 

り， 中 期 （3 年）の構造調整の目標は資源配分の効率イ匕であると考えられる（表 1 参照)。
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短期の目標の失業削減，長期の目標の持続的成長と所得分配の公正化は， 3 年を対象期間とする 

構造調整計画の直接の目標とはなっていないと考えられる。構造調整計画は中長期的に失業削減， 

持続的成長， そして所得分配の公正化の目標を満たすための短中期の移行計画であると位置づける 

ことができる。

しかし，以下でみるように，マラウイの構造調整計画は 81年から今日まで長期にわたっているの 

で，構造調整が橋渡しすべき目標である持続的成長も分析することにする。

3 . 2 . 2 政策手段

世銀報告書を含む構造調整計画に関する資料には，構造調整政策が羅列的に呈示されている。一 

つの政策目標に複数の政策手段が関わり， また政策間で補完 • 対立の関係があり， 目標と手段を関 

係づけるのは難しいが，構造調整計画の実績を分析する場合，前節で特定化された政策目標に特に 

影響を与える政策手段を選ぶ必要がある。
( 4 )

そこで，一般の経済政策論及び同計画の政策などを参照すると，構造調整計画は経済安定化，構 

造 調 整 （狭義)，價務返済，国際的支援の 4 つの政策グループからなると考えられる。始 めの 3 つが 

被融資国政府が実施する政策であり，国際的支援は世銀などドナーが実施する政策である。

さらに，表 1 にみるように，経済安定化は財政政策と金融政策からなり，構造調整計画（狭義）は 

経済開放政策，国内規制緩和政策，公的部門改革政策の 3 つの政策グループからなると考えられる。

経済開放政策は対外的な経済関係を開放することであり，商品貿易のみならず，サービス，所得， 

資本の自由化も含まれる。国内規制緩和は，今述べた海外との取引に加えて，財，サービス，生産 

要素全ての市場に対する政府の規制の緩和（ないし撤廃）を指す。公的部門改革は，政府と公企業を 

対象とし，財政を含む経営改善と民営化を含む機構改革からなる。

一般的に言うと，農業主体のアフリカにおける構造調整計画は保護による閉鎖的経済体制から開 

放体制へ，輸入代替工業化から農業（都市から農村へ）へ，公的部門主導から民間主導へという重点 

の転換を求めるものである。

3 . 2 . 3 実施計画

実施計画は一般に政策実施の順序とスピ一ドの 2 つからなると考えられる。実施の順序について 

は，すべての改革を同時に速やかに実施することが期待されている。例えば，農民が直面するすべ 

ての市場が自由化されないと，十分な生産増加は期待できないと考えられている。

実施のスピ一ドは I M F や世銀などの融資期間に対応して， 1 〜 4 年となっている。しかし，実際 

上は以下のマラウイの事例でもわかるように，融資は更新され 10年を超える構造調整の実施となっ 

ている。ただし，立案された政策の実施は，融資期間内での実現が求められる。

( 3 ) M osley, 1991. Toye, 1991.
( 4 ) M osley et al., 1991，pp.56-60.
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3 . 3 構造調整のモデルイ匕

上述の政策目標と手段の説明をまとめて構造調整政策をモデル化する。資源配分の効率化という 

構造調整の政策目標は， 1 "を国内総生産（G D P)， / を投資とすると以下の式で表される。

A Y  A Y  I
了 = 了 .！7

厶F / F は経済成長率を示すが， それは投資効率（A F / / ) と投資率（/ / F ) に分解される。 この式の 

意味するところは，対外債務返済困難で投資率を上昇させるのが困難な状況では，経済成長率を高 

めるためには投資効率を上げるしかないことを示している。

△ F / / の と / はそれぞれ農業，工業，サービス業の値の合計値である。構造調整の意味する 

ところは，規 制 緩 和 （ないし撤廃）に よ っ て 部 門 （市場）間の垣根を低く  （新規参入を促進）すれば， 

自 由 化 （あるいは適正化）された価格をシグナルとして投資（資源）が最も生産的な部門（市場）に分 

配されて，全体的な A F / / を高めるということである。

ところが，構造調整は移行計画であるから，構造調整後の主要な政策目標は持続的成長であると 

考えられる。持続的成長の実現のためには持続的な投資が必要であり，上式でいうと投資率の上昇 

が経済成長率に貢献することが期待される。 さらに，投資が持続的に増加するためにはその原資と 

なる貯蓄が増える必要があり，貯 蓄の G D P ないし投資に占める比率の上昇が望まれる。

一方，以上の説明はマクロ的なものであるが，既に述べたように構造調整による生産部門間，経 

済主体間の資源移転（資金フロー） も本論文で分析する。

4 . マラウイの構造調整計画の実績

本章の目的は，マラウイの構造調整計画の実績を分析することである。 まず 1 節で構造調整計画 

導入の背景を説明する。 そして，構造調整計画の実績として実施状況と効果を取り上げ， 2 節以降 

で分析する。

4 . 1 構造調整計画導入の背景

4 . 1 . 1 マラウイ経済の基本構造

マラウイ共和国はアフリ力大陸の東南部に位置する，面積 11万8 ,4 8 4平方キロの小国である。95年 

の総人口は約一千万人と推定されており，陸上面積（9 万4,276平方キロ）当たりの人口密度は百人程 

度とアフリカの基準ではかなり高い。人口の成長率は3 .1%  (1980-95年）であり，人口の土地への重 

圧が深刻になりつつあり，社会サービスの供給が困難になっている。

アフリカ第 3 の面積を持つマラウイ（ニアサ）湖に代表されるように水資源は豊富で，農業が同国 

の主要な産業である。全人ロの 87 % を占める農村人口の大部分は小規模自作農 (sm allholder, 以下小
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農と呼ぶ）部門に属しているが，輸出額の約 9 割はエステ一ト（e s t a t e ,プランテーションのこと）部 

門のタバコ，茶，砂 糖 の 3 農産品が占める。経済的に採掘されている鉱物資源はほとんどない。エ 

業化率は 87 -9 4年において約 13% である。

マラウイは内陸国であり，国際貿易を近隣の南アフリ力共和国やモザンビークなどの輸送路に依 

存している。輸入額の約 4 割は南アフリ力からのものである。

世 銀 の W orld  D evelo p m en t I n d ic a to r sの97年版によれば，1995年の一人当たり G N P は1 7 0 U S ド 

ルと推定されており，世界の最貧国である。同年の乳児死亡率は千人中 133人であり，成人非識字率 

は58% である。

政治面では， 1964年の独立から 90年代の始めにかけては，バンダ大統領が政権を一貫して担当し 

ており比較的安定していた。 しかし， 94年に行われた同国初の民主選挙結果政権交代が行われてお 

り，政治状況が少し流動化している。ただし，マラウイにおいては民族間の深刻な対立はない。

4 . 1 . 2 構造調整開始前の経済実嫌

マラウイ経済は 70年代の終わりまで，アフリ力の中では最も高い成長を遂げた。1974-79年 の GDP  
の年平均成長率は 5 . 9% に達した（表12参照)。それに寄与したのは農業であり， タバコなどのプラン 

テ一 ション作物が急成長した。政策的には，社会主義を標榜した他の多くのアフリカ諸国と違って， 

比較的に自由主義的な政策を導入し，外国資本の投資にも寛容であった。

ところが， 1979年の石油危機の後経済不況に陥り， 8 0-82年の経済成長率は一 1 .0 % に低下し，国 

際収支は大幅な赤字に見舞われた。 この不況は，石油危機や輸出作物の国際価格の低下という外的 

な衝撃に加えて，構造的な問題によって生じた。すなわち，政府の政策が国民の多くを占める小農 

にインセンティブを与えるものではなかった。作物の流通は非効率であり，貿易体制及び為替制度 

が輸出の競争力を失わせていた（4 .2節で詳述)。保護により成長した製造業においても，国内市場の 

狭小化に伴い，効率が低下していた。 さらに，比較的に自由主義的な政策を採ったとは言うものの， 

他の国と同じく多くの公企業が設立されていたが， それらの経営は悪化し財政からの補助金に頼る 

構造となっていた。

マラウイ政府は内外の金融機関からの借り入れによってこの苦境からの脱却を図ろうとしたが， 

上述の構造的な問題により対外債務返済が困難な状況に至った。 1980年の輸出に対する債務返済額 

及び債務残高の比率はそれぞれ 2 7 .7 % ，2 6 0 .8% に達した。この事態を打開するため，政府は世銀と 

I M F に融資を要請し，構造調整計画が開始されることとなった。

4 . 1 . 3 世銀と I M F の構造調整支援

中期を対象とする構造調整計画の実施は，世銀が 1981年にマラウイに供与したことから始まった。 

その後，表 2 にみるように，世銀はそれぞれ 3 年間を対象とした構造調整融資 (SAL) を四回供与し 

ている。部 門 調 整 融 資 （S E C A L )は農業部門に二回，工業部門に一回提供されている。

I M F の融資については，直面する外貨難に対処するために，79年から短期のスタンドバイを受け
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表 2 世界銀行によるマラウイへの調整融資1】

プロジニクト 承認年月
承認額 

(百万US $)
構造調整融資（SAL)

構造調整プログラム 1981年 6 月 45.0
第 2 次構造調整プログラム 1983年12月 55.0
第 3 次構造調整プログラム 1985年12月 30.0
企業家能力開発•干魃復興プログラム 1992年 6 月 120.0
財政再建、規制緩和プログラム 1996年 4 月 102.0

部門調整融資（SECAL)
小土地所有者肥料プロジヱクト 1983年 4 月 6.8
工 業 • 貿 易 （政策）調整 1988年 6 月 70.0
農業部門調整 1990年 4 月 70.0

出所：世界銀行『年次報告』各年版、を利用して作成。 

注1 ) 補完融資、特別調整融資を除く。

表 3 I M F の構造調整支援の融資

承認年 承認額

スタンドバイ信用（1 年） 1979 26
1980 50
1982 22
1988 13
1994 15

拡大信用供与措置 
(EFF) (3  年）

1983 100

拡大構造調整ファシリティ 
(ESAF) (4  年）

1988 67

出所：IM F，A nnual R e p o r tの各年版を利用して作成。

ていたが， 83年から世銀の融資に対応する形で構造調整支援が始まった（表 3 参照)。 83年に通常融 

資としての拡大信用供与措置， 88年に低所得国を対象としたE S A F が供与された。

なお，88年に承認されたE S A F はその執行は行われず，やっと 97年に融資が行われることとなっ 

た。 これは I M F の政策条件の履行が不十分であったことによるとみられる。

また，ガーナなどのように，構造調整を強力に進めている国では，財に加えて金融も市場自由化 

の対象となっているが，マラウイは金融部門に対する部門調整融資を受けていない。

I M F と世銀による構造調整支援の融資は，他の援助国•機関を加えた債権者からの債務負担の軽 

減を可能とした。82年， 83年， 88年に公的機関の多くが参カ卩した債務返済リスケジュールが行われ，
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同様のことが83年，88年に民間銀行に対して行われた。 また， 90年 に約 5 千万ドルの債務残高の取

消が実施された。

4 . 2 構造調整計画の実施状況と効果 

4 . 2 . 1 分析方法

⑴ 対 象 期 間

マラウイの構造調整計画は世界銀行主導で 1981年から開始され，他の多くの国と同じく現在も進 

行中であり，本論文は最近の年までを対象とする。ただし，包括的な分析ができるのは，データが 

揃っている 1994年までである。期間区分としては， 197 3-79年， 1980- 82年， 1983-86年， 1987-94年 

の 3 期間を取り上げる。

1973-79年は経済が比較的順調に成長した時期であり， 1980-82年は構造調整計画が開始されたも 

のの，70年代末から始まった経済危機が最も深刻に現われた時期である。 1983年以降の期間は 2 つ 

に分けた。 1983-86年は経済危機に対処するために経済安定化が中心となった時期であり， 1987-94  
年は 80年代前半の構造調整の効果が現われ，かつ部門水準の構造調整も本格的に実施された時期で 

ある。 これらの 2 期間と， その前の期間，特に 1973-79年の期間の経済指標との比較を行う。

(2) 実施の程度に関する分析方法

本研究においては，構造調整計画の実施の程度をなるべく客観的に分析するために，主要な政策 

を量的に測れる指標を導入する。

アフリ力全体の構造調整を対象とした世銀の評価報告書においては， アフリ力政府が実施する構 

造調整政策と，融資や援助など海外からの支援を区別して分析している。

前者については，政府改革指標として，政府支出の G D P に占める比率，政府歳入の G D P に占め 

る比率， 中央銀行の公定歩合（実質)，消費者物価，名目為替レート，実質実効為替レート，農業イ

ンセンティブ（輸出作物の実質価格，食糧作物の実質価格，主要輸出作物の名目保護係数）が挙げられて
( 6 )

いる。

本研究においては，データの入手可能性も考慮し，か つ表 1 で政策目標に対応させた指標を主に 

使うこととする。 インフレは経済安定化の目標として扱い，消費者物価を効果の指標として導入す

る。

分析の方法論としては，構造調整計画の実施前と実施後の指標の比較を行うこととする。

融資や援助など海外からの支援については，以下の効果に関する分析方法のところで触れる。

(3) 効果に関する分析方法

( 5 ) World Bank, 1989, pp.27-28. 
( 6 ) W orld Bank, 1989, p.29.
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(a) 分析の方法論

政策効果を計測する方法論に関しては， モズレーらが総合的な分析を試みている。 それによれば，

「実施前 •実施後」比 較 （before vs. after approach)，「実施 . 不実施」比 較 （with vs. without approach)，
「 一  一  ⑴

「計 画 • 実行」比 較 （plan vs. realisation a p p r o a c h )の 3 つの評価方法があると考えられる。

「実 施 前 • 実施後」比較は，構造調整計画の実施前と実施後の経済状況を比較する方法である。

例えば，構造調整実施後の消費者物価の上昇率が，実施前より低くなっていれば，正の効果があっ

たと見做すのである。

「実 施 • 不実施」比較は，構造調整計画を実施した現実の経済状況を，「実施しなかった場合」 

(c o u n te r -fa c tu a l)と比較するものである。「計画 •実行」比較は，構造調整計画が目標としたものが 

どれだけ実されたかをみるものである。

著者たちは方法論的には「実施 •不実施」比較が望ましいとしているが，本研究においては，「実 

施 前 • 実施後」比較を試みることにする。 その理由は， ま ず 「実 施 • 不実施」比較の場合，不実施 

の場合の計量化が難しいことによる。次に，「計 画 • 実行」比較に関しては， 2 章で述べたように， 

計画の内容を十分に把握できないという問題がある。実際上， 多くの論文において，「実施前•実施 

後」比較が採用されている。

( b ) 「実 施 前 • 実施後」比較

「実 施 前 • 実施後」比較については，先述の世銀の評価報告書において，被融資国政府が採用し 

た構造調整政策の効果と， その他の要因の効果を区別して分析されている。 その他の要因として，

輸出価格，輸 出 稼 得 額 交 易 条 件 ，政 府 開 発 援 助 （純流入額)，対外債務負担の軽減などが挙げられ
( 8 )

ている。

本研究においても，同様に構造調整政策の効果とそれ以外の要因，すなわち外部要因の効果を区 

別する。構造調整政策以外の要因としては，外部要因として国際経済環境，国際的支援政策，非経 

済要因の 3 つが考えられる。 しかし，国際的支援政策は対外債務負担の軽減と援助に分れるが， そ 

れが構造調整政策の実施とセットで供与されることから，国際的支援政策自身の効果は分析しない 

こととする。

構造調整計画以外の要因の経済への影響を完全に排除することは難しいが， そうした影響に迅速 

に対応するように計画の監視と追加的な政策の実施が行われており，政策に対応する効果が出てい 

る場合政策と効果指標の相関を積極的に評価することにする。

ただし，以下の分析においても，国際経済環境の変化に加えて，対象期間の短さ， 多くの政策の 

同時実施，経済構造の急変，データの不足と信頼性の低さなどの理由により，構造調整計画の効果

( 7 ) M osley et al., 1991，pp.181-187. 
( 8 ) World Bank, 1989, pp.27-28.
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を厳密に計測できないことに留意する必要がある。

(C) 分析項目

まずマラウイ経済の外部要因に関して，国際経済環境に関わる分析項目としては，交易条件を取 

り上げた。世銀と違って，輸出稼得額は政策の効果の指標として扱う。

次に，非経済要因としては，依然として農業国であるマラウイの現状に鑑みて，農業に影響を与 

える雨量を考慮することにした。

構造調整政策の効果をみる指標については，世銀の評価報告書において次の指標が導入されてい 

る。すなわち，G D P の年平均成長率，農業生産高，輸出量，輸入量，国内投資，国内貯蓄の G D P に 

占める比率，一人当たりの実質消費が挙げられている。

本研究においては， 3 章で特定化した政策目標を数量的に示す指標を使うこととし，実施される 

政策とより対応する指標を選んである（表 1 参照)。

また，本研究においては， 3 章で触れたように，同政策以外の経済政策の効果についても考慮す 

ることにする。すなわち，持続可能性に関わる指標を対象とする。具体的には，G D P の年平均成長 

率や投資，貯蓄に関する指標は持続的成長という目標に対応するものと考えた。

さらに，構造調整政策のうち，経済安定化に関わる政策が対象とするインフレなどマクロ経済指 

標と，構 造 調 整 （狭義）政策が直接影響を与えるセクタ一以下の指標を分けてある。

そして， その他の影響を排除するために，マクロ分析のみでなく，セクタ一水準以下に下りた分 

折を行った。特に，気候に影響を受けやすい農業ではなく，人的管理がより可能な工業などの部門 

を対象とする。 また，同様な理由で，公企業などミクロ水準の効率上昇を計測する。

(4) 外部要因の効果

外部要因のマラウイ経済への効果をみると，国際経済要因としての交易条件は， 89年までしかデ 

一夕はないが，構造調整政策実施の期間において悪化している。すなわち， 74-79年の期間で 143で 

あ っ た 指 数 （1985年ニ1 0 0 )が， 8 7-89年には 89に低下している。

次に，雨量については， 84年と 92年にかなりの干魃があったにすぎず， その影響は全般的にみて 

若干の負の影響があった程度と言えよう。

結論としては，対外要因の経済への効果は，交易条件と雨量がマイナスであり，外部要因は経済 

に負の影響は及ぼしたと言えよう。 この点で，現実の経済指標の回復を構造調整政策に帰すること 

が容易になる。

4 . 2 . 2 経済安定化政策

まず経済安定化政策の実施状況に関して，利用可能なデ一タを使って政策を指標化したのが表 4 
である。 まず財政政策に関しては，構造調整の進埗は十分ではない。消費者物価で実質化した政府

( 9 ) W orld Bank, 1989, p_30_
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表 4 経済安定化政策の実施状況と効果

1974-79 1780-82 1983-86 1987-94
政策の実施状況

(財政政策）

実質政府消費 

年平均成長率（％) 9.5 - 2 . 5 4.6 2.8
名目政府消費 

対 G D P比、年 平 均 （％) 15.3 18.4 17.6 17.5
(金融政策）

名目為替レート 

年平均成長率 (%) 0.0 8.9 15.2 21.3
実質実効為替レート 

年平均成長率 (%) 0.1 - 2 . 5 - 3 . 4
実質公定歩合 

年平均利率 - 5 . 1 - 2 . 9 一 3 .0 — 3,3

政策の効果

名目中央政府収支 

対 G D P比、年平均 - 7 . 7 - 1 2 .1 - 7 . 7 - 4 . 8
イ ン フ レ （消費者物価） 

年平均成長率 11.9 12.8 13.5 21.5
国際経常収支（贈与を除く） 

対 G D P比、年平均 - 2 1 . 4 3) - 1 8 .9 - 1 1 .6 - 1 5 .8
名目輸出額 

対 G D P比、年平均 26.9 24.5 24.3 23.3
エステ一ト生産額 

年平均成長率1> 13.9 16.6 - 1 . 2 3 .5 2)
対全農業比率、年 平 均 （％) 16.0 20.0 21.5 26.9

出所：IMF, International Financial Statisitics, 1996，
World Bank, Agricultural Sector Memorandum: Strategy Options in the 
1990s, 1 9 9 5を利用して作成。

注1 ) タバコは国内競売量、茶と砂糖は生産量、コーヒーは輸出量を使って産出 

した。

2 ) 1 9 8 7 - 9 2 年。

3 ) 1 9 7 7 - 7 9 年。

消 費 （賃金俸給や財•サービス購入を含む。国民所得勘定ベースの値）の伸びをみると， 1983-86年に 4 . 6 
%, 1987-94年に 2 . 8% の伸びを示し，同期間の G D P の 成 長 率 （それぞれ3.4%，1 . 0 % ,表12参照）を 

上回っている。その結果，G D P に対する名目の政府消費の比率は，70年代に比較してこれらの 2 期 

間に増大している。

金融政策に関しては，為替レートは国際競争力を図るべく切り下げられたが，金利政策は不十分
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であった。すなわち，消費者物価指数で実質化した公定歩合は 83年以降もマイナスのままである。

以上の実施状況を他のアフリ力諸国と比較すると，マラウイにおける状況は芳しくないと言える。 

他のアフリ力諸国の多くも既得権益グループからの抵抗が大きい公的部門改革の実施が後回しにし 

ているが，マラウイではインフレ率が他国より相対的に低いにもかかわらず，実質金利がプラスに 

転換していないのは他の主要国との大きな相違点である。

このことは I M F の融資からみても分かる。すなわち，E S A F が1988年に承認されたにもかかわ 

らず， 97年まで融資が執行されなかった理由はこの財政政策などの不履行にあると推測される。

次に，表 4 で経済安定化の効果をマクロ指標でみると，中央政府の財政赤字のG D P に占める比率 

は減少している。 このことは構造調整の成果のようにみえるが，後でみるように， この収支の改善 

は開発支出の大幅な削減によっており，マラウイ経済の将来にとって望ましいものではない。歳入 

もそれ程伸びていない。

消費者物価指数は一貫して悪化傾向にある。度重なる為替レートの切り下げも影響しているが， 

政府支出の削減が不十分なことも主な要因であろう。

国際経常収支赤字は8 3 -86年に比べて 8 7 -94年に対 G D P 比率で悪化している。これは，財政支出抑 

制が不十分であったのに加えて，為替レートの切り下げが効果がなかったことを示す。 そこで，国 

際収支の項目毎にみると，輸出の G D P に占める比率は上昇していない。輸出数量については，1980 
- 82年の指数が92 (1985 =  1 0 0 )が， 1983-86年の 101， 1987-94年の 102に僅かに上昇したに過ぎない。 

もっとも，エステート部門の生産そのものは増加しており，農業部門全体に占める比率も上昇して 

いる。名目での輸出比率が伸びないのは，交易条件の悪化によるものであると考えられる。一方， 

輸入の G D P に対する比率は，輸入自由化と構造調整支援の融資が為替レートの負の影響を上回り， 

1983-86年の 2 7 . 8% から1987-94年の 34 • 2% に上昇している。

総じて言えば，経済安定化政策は十分に実施されず (特に，財政政策)，また為替レートは切り下げ 

られたが，マラウイの主要輸出品が農産物であるため， その数量面の効果が不十分であると言える。

4 . 2 . 3 経済開放政策

構造調整（狭義）の効果については，表 1 で示した 3 つの政策グループ毎にみていくこととし，本 

節では経済開放政策の実施状況と効果を分析する。 まず政策の実施状況を表 5 でみると，外国為替 

管理制度については，マラウイは 1995年 12月に為替レートに制限を加えないと公表する IM F  8 条 

国に移行した。為替相場は 1994年 2 月に変動相場制に移行した。為替レートはそれまで何度も切り 

下げられた。

輸入管理制度については， 1991年に輸入自由化計画が終了した。 その結果，全ての非石油商品の 

輸入に関わる制限がなくなった。

経済開放政策の効果に関しては，前節で既に分析したが，為替レートの切り下げによる輸出の増 

大は実現していない。 また，輸出よりも輸入の経済における比重が高まっており， これは為替レー
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表 5 経済開放政策の実施状況

実施年月 政 策

1982年 3 月 輸 入 額 （C I F )の20%に当たる、輸入課徴金の制度の廃止

4 月 通 貨 （クワチヤ）の対 S D R価値、15% 切り下げ

1983年 9 月 クワチヤの対S D R価値、12% 切り下げ

1984年 1 月 タワチヤのS D R とのリンクを、 7 か国通貨のバスケットへ

4 月 外国為替管理の対象品目を50% へ削減

1985年 4 月 タワチヤ15% 切り下げ

1986年 8 月 クワチヤ10% 切り下げ

1987年 2 月 クワチヤ20% 切り下げ

1988年 1 月 タワチヤ15% 切り下げ

2 月 石油以外の原料と工業用部品の輸入の25%を自由化（輸入自由化開始）

1989年 外国為替管理の対象品目を25% へ削減

1990年 1 月 中央銀行の承認なしで輸入を商業銀行が承認

3 月 タワチヤ7 % 切り下げ

1991年12月 9 8 .3% の非石油商品の輸入自由化

1992年 3 月 クワチヤ15% 切り下げ

7 月 タワチヤ22% 切り下げ

1994年 2 月 変動為替相場制度への移行 

全ての非石油商品の自由化

1995年12月 IMF 8 条国へ移行

出尸斤：IMF, Exchange Arrangem ents and Exchange Restrictions: A nnual 
Report,various issues, N ational Statistical Office, Monthly Statis
tical Bulletin, various issues を利用して作成。

トの効果より輸入自由化と構造調整支援の融資の方が大きかったことを示している。

その他の国際収支の項目についてみると，直接投資も民間贈与も目立った増加を示しておらず， 

援助依存からの脱却が進んでいない。

4 . 2 . 4 国内規制緩和政策

マラウイ最大の部門である農業部門の構造調整を中心にみていく。

(1) 農業部門の構造調整 

⑷マラウイ農業の基本構造

まず農業の基本構造をみると，小 農 （小規模自作農）とエステートの 2 部門に分かれる。 それぞれ 

の部門で生産できる作物は決められている。すなわち，小農はメイズ（白いトウモロコシ，主食)，落 

花生，豆類 (pulses)，米などの食糧作物を中心とするが，タバコ，綿花などの換金作物も栽培してい 

る。 これに対して，エステートは主として輸出向けにタバコ，茶，砂糖， コーヒーを生産している。 

タバコは独立後マラウイ人の経営に移行したが，茶と砂糖の大部分は依然としてイギリス系の多国 

籍企業が所有している。
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マラウイはアフリ力において， ジンバブエに次ぐタバコの輸出国である。 タバコは両部門で栽培 

できるが， 品種が決められている。小農が火力乾燥種（f ir e - c u r e d ) ,天 日 乾 燥 種 （sun/air cured) を 

扱い，エステートが煙道乾燥種（f lu e - c u r e d ) ,バ ー レ 一 種 （b u r le y )が生産している。ただし，1990 
年から小農がバーレ一種も栽培できるようになった。

小農の火力乾燥種タバコはアメリカに次ぐ生産高を誇り，マラウイの輸出作物の中で唯一国際市 

場に影響を与える作物である。 ただし，エステートの生産量に比較して少ない。バーレ一種を除く 

タバコはニコチン含有量が多く，世界市場における消費は伸び悩み傾向にある。

マラウイの輸出の約 9 割はタバコ，茶，砂糖が占めており，国際市場の価格に大きく経済が影響 

を受ける。 ただし，マラウイは E U とロメ協定を調印しており，砂、糖を中心とした輸出の保護を受 

けている。

生産要素の観点からみると，国土の約 5 分 の 1 を湖沼で占めており水資源に恵まれ，比較的に農 

業に適した土壌をもっている。耕作可能な土地は耕作面積を大きく上回っているが，生産性の高い 

土地は限られ土地が稀少であるといえる。事実，小農とエステ一ト間で土地の奪い合いが起こって 

いる。

耕作は天日によっていて，権漑の比率は極めて低い。肥料の投入量は少なく，生産性は他のアフ 

リ力諸国に比べてかなり低い。

機構面でみると，農 業 開 発 • 流 通 公 社 （Agricultural Developm ent and M arketing Corporation: 
A D M A R C )が小農作物の買付，作物と肥料，種子の流通を担当してきた。

政府の政策は小農育成であり，農業省が主管機関である。エステート部門は市場にまかされてお 

りタバコや茶の競りがマラウイで実施される。

マラウイの作物年は 9 月から翌年の 8 月である。流通年は作付け年の翌年の 4 月から翌々年 3 月 

である（マラウイ政府の会計年と同じ）。買付価格は政府が決めて，毎年作付け前に発表される。雨期 

は11月から 3 月である。

構造調整開始前の開発実績に関しては，政府は小農育成を唱えてはいたものの，実際はエステ一 

トの急速な発展によってマラウイ経済は成長した。 とりわけ，独立後タバコは政府官僚を含むマラ 

ウイ人の経営に委ねられ，急速な躍進を遂げた。 これに対して，A D M A R C の小農作物の買付価格 

は低く押さえられ，輸出価格との差額である利潤はエステ一トや農産加工業に振り向けられた。

小農の生産や所得は低いままに押さえられ， またエステートの拡大が小農からの土地を含む外延
(10)

的成長によっていたために， 多くの小農が自作農から小作農に転落した。 その結果，農工間でなく， 

農農間で労働が移動した。

(b) 構造調整政策の実施状況と効果

(10) Kydd，1982, p.242.
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構造調整下での農業政策の中心は小農に価格インセンティブを与えることであった。 まず AD- 
M A R C が買い付ける作物全体でみていく。表 6 にみるように，A D M A R C の買付価格は全作物でみ 

て名目的に上昇し，そして消費者物価で調整した実質価格は構造調整前のマイナスから 83-86年のプ 

ラスへ転換した。しかし，87 -94年においては，インフレの高進により実質の平均伸び率は一10.0%  
となった。もうひとつの政策はそれまでのA D M A R C による独占的買付を廃して，1987年から民間 

業者の参入を認めたことであった。

表 6 農業政策の実施状況と効果

1974-79 1780-82 1983-86 1987-94
政策の実施状況

(公的買付機関への小農販売） 

名目販売価格 

年平均成長率 （％) 8.8 —3.6 28.0 9.4
実質販売価格 

年平均成長率（％) - 2 . 7 —14 • 6 12.8 - 1 0 .0

政策の効果

(公的貸付機関への小農販売） 

実質生産額 

年平均成長率（％) 2.5 - 2 . 5 8.1 - 1 5 .9
実質収入 

年平均成長率（％) 0.0 1.4 6.8 - 2 2 .3
(農業部門の総生産）

全部門の実質生産額 

年平均成長率（％) 5.3 一 3 .0 2.8 一 2 .0 1)
対 G D P比、年平均 39.5 36.9 37.3 3 3 .9^

小農部門の実質生産額 

年平均成長率 (%) - 1 . 7 21 3.1 —3 . 0
(エステート部門の小作農） 

雇用者数 

年平均増加率 （％) - 5 . 7 5.1 3 .1 3)
実質所得 

年平均増加率 （％) - 7 . 6 一 8 _ 1 _ 7 _ 1 3)
出所：National Statistical Office, Monthly Statistical Bulletin, various 

issues, World Bank, World Tables 1996  を利用して作成。

注1 ) 1 9 8 7 - 9 2  2 ) 1 9 8 1 - 8 2  3 ) 1 9 8 7 - 9 0 .

これらの政策の効果をみると，A D M A R C の買付作物全体の実質生産額は 1983-86年に増加した 

が，1987-94年においては民間買付業者の参入により生産額は減少した。一方，A D M A R C への販売 

による小農の実質収入（消費者物価で調整）は1983-86年に 6 .8 % ， 1987-94年に一 2 2 .3% の伸びを示し
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た。

ところが，A D M A R C の買付作物を含む総生産をみると，農業部門全体の生産は伸びていない。 

4 .2 .2 節でみたように，エステート部門の生産がある程度増加しているが，小農の生産高が伸びてい 

ないことが原因である。マラウイ経済は農業主体であるが，G D P に占める比率はむしろ低下してい 

る。

さらに，エ ス テ 一 ト部門で雇用される小作農についてみると，雇用者数は増大しているものの， 

実 質 所 得 （消費者物価で調整）は減少を続けている。 これはインフレが収束しなかったことも原因で 

ある。

以上は A D M A R C の買付及び総生産の全体でみた分析であるが，作物毎にみると，構造調整政策 

の実施と効果はより明らかとなる。すなわち，小農の土地の多くは利潤の低いメイズに占められて 

いたが，構造調整下では利潤の高い落花生など他の作物の価格が相対的に引き上げられた。すなわ 

ち， 1980-82年にはメイズ以外の作物の価格（名目）は相対的にマイナス成長となっていたが，1983 
-8 6年には大幅なプラスとなった。具体的には，これらの 2 期間について，落花生の対メイズ価格は 

平均で一 2 3 . 4%から 1 8 . 2%へ，豆類の価格は一2 0 • 7%から2 2 • 4% の成長を記録した。

ただし，民間買付業者の参入が 1987年以降開始されるに伴って，A D M A R C の役割において食糧 

備蓄の重要性が高まっており， 1987-94年についてはメイズの価格が相対的に引き上げられた。逆 

に，落花生は一 10 .9 % ，豆類は2 .1 % の伸びを示した。

その効果を表 7 でみると，1983-86年の期間において，メイズの生産量が大幅に減少したのに対し 

て，他の作物のほとんど，とりわけメイズと混作が行われる落花生の生産が増加した。1980-82年に 

は気候の不順から食糧不足が顕在化してメイズ価格が相対的に引き上げられたためメイズ生産が大 

幅に増加しているが， このことは小農が作物間の相対価格の変化に敏感に反応することを如実に示

表 7 小農作物の販売量

(年平均増加率，％)
1974-79 1980-82 1983-86 1987-94

タノべ'  コ 4.5 - 2 3 .4 18.2 - 1 0 .9
落花生 - 3 . 4 - 2 4 .6 50.2 一 30 .0
綿花 5.5 - 1 2 .9 9.2 - 2 0 .1
米 2.9 15.1 —0.8 一 6 .6
メイズ 4.5 41.1 一1 7 .7 - 9 . 7
豆類 — 0.3 - 4 . 8 44.7 一 2 2 .2
その他 1.3 - 6 . 0 - 2 0 .8 - 2 . 3
メイズ以外の作物の 

実質販売額
2.2 - 1 9 .2 23.9 - 1 7 .7

出所 ：National Statistical Office, Monthly Statistical Bulletin, 
various is s u e sを利用して作成。
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している。1987-94年の期間においては，民間業者の参入により落花生，綿花などの高利潤の作物の 

下げ幅の方がメイズよりも大きくなっている。

最後に，生産要素への効果をみる。生産高は作付け面積と単位収量の積であるが，前者は価格， 

後者は肥料や雨量の関数であると考えられる。既にみたメイズの価格の上昇は，高収量品種 (hybrid) 
によるものであるが（A D M A R Cの買付のほとんどはhybrid m a i z e ) ,図 1 でみるように，価格の上昇 

に対応して作付け面積は増大している。

図 1 メイズの価格と作付面積

出所 ： World Bank, Agricultural Sector Memorandum:Strateay Options in the 7990s,Vol. II を 
利用して作成。

さらに，構造調整下では，小農の肥料に対する補助金の削減が 1983年から 3 か年計画で実施され

た。ハリガンは食糧としてのメイズ生産に依存している小農は，上述のメイズ価格の引き下げと肥
(11)

料価格の上昇の二重の被害を被ったと批判している。 これに対して， ダラティは小農による肥料の
(12)

利用は 1985/86年にかけてむしろ増大しているとみている。世 銀 . I M F の肥料補助金削減の論理は， 

財政赤字削減に加えて， それが真に必要な農民のために役立っていないということであり， この意 

味では補助金なしでもやっていける富裕農民が，補助金削減による価格上昇にもかかわらず，肥料 

を購入できたと考えられる。少なくとも，生産への効果は意図した形で現われている。すなわち， 

肥料価格が上昇した 1983-86年において，肥料を使わなくて生産できる落花生と豆類の生産が急増し 

た。

(11) Harrigan, 1991，pp.224-229.
(12) Gulati, 1989, p.51.
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(2) その他の部門における実施状況と効果

構造調整下では 3 つの部門，すなわち直接生産， インフラ，社会サービスのうち，債務返済に直 

接つながる直接生産部門が重視される。そこで，農 業の G D P に占める比率をみてみると，1974-79  
年の 4 0 .3 % から8 7 -94年の 3 5 .4 % へ一貫して減少している。製造業の比率は， 1976-79年の 1 0 .2% か 

ら1987-94年の 13 .2 % へ増加している。しかし，両部門を併せた比率は減少の傾向にあり，構造調整 

の効果が上がっていないと言える。

製造業の生産が増えた理由は，構造調整支援の融資の政策条件となった製造業品価格の規制の緩 

和ないし撤廃によるものとみられる。輸入自由化による輸入品との競合，為替レート切り下げによ 

る輸入資材価格の上昇は製造業にマイナスの影響を与えると考えられるので，製造業部門のシェア 

の上昇は重要な成果であると言える。

4 . 2 . 5 公的部門改革政策

公的部門は政府と公企業に分かれる。本節ではデ一夕のある中央政府と公企業における改革をみ 

ていく。 この改革は収支の改善と，民営化を中心とする機構改革に分かれるが，数量的に把握でき 

る前者を中心とする分析を行う。 また，構造調整の効果をより厳格にみるために，マクロ水準のみ 

ならず， ミクロ水準，すなわち企業レベルの分析を行う。

(1) 中央政府の改革の実施状況と効果

既出の表 4 を再度みると，国民所得統計ベースでみた政府消費は構造調整期間において経済にお 

ける比重を減らしていないことがわかる。次に，財政構造を表 8 でみると，経常支出の G D P に占め 

る比率は，8 1-8 2年の 2 1 .0 % から8 3-8 6年の21_7%， 87 -94年の 2 3 .9 % と増加している。 これに対し 

て，開発支出の対 G D P 比率は，同じ期間に12 .9 % ，9 .4% , 7 .8 % と減少している。

さらに，経常支出の品目別内訳を表 9 でみると，賃金•俸給の全支出に占める比率は増加してい 

ないが，財 • サービス購入は増加の傾向にある。 また，比重は小さいが，公企業への補助金は減る

表 8 中央政府の財政構造

(対 G D P比率，％)
1981-82 1983-86 1987-94

歳 入 （贈与を除く） 19.0 21.0 20.4
経常支出 21.0 21.7 23.9
開発支出 12.9 9.4 7.8
総合収支 ° - 1 0 .5 - 7 . 8 - 6 . 1
ファイナンス

海外 4.4 4.4 5.6
国内 6.0 3.4 0.5

出戸斤：M alawi Government, Economic Report, 
various issues.

注1 ) 総合収支には赠与と補正支出が含まれる。
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表 9 中央政府の支出構造

(各支出総額に占める比率， %)
1981-82 1983-86 1987-94

経常支出

総消費 65.4 61.0 66.9
賃金•俸給 25.5 24.5 24.5
財 •サ'一ビス購入 39.9 36.5 42.4

金利支払い 22.7 24.3 19.5
補助金 9.3 11.0 8.6

公企業 7.9 8.3 6.1

開発支出

農業への補助金 7.1 7.3 1.6
公企業への貸付 3.2 1.9 1.5

出所 ' M alawi Government, Economic Report, 
various issues.

傾向にある。 このことは開発支出においてもみられ，肥料及び公企業への補助金も減少の傾向にあ

る。

そして，表 4 で効果としての政府収支をみると，赤字幅がかなり減少している。 しかし， これは 

開発支出の大幅な減少によるものであり，経済の将来にとって望ましいことではない。上でみたよ 

うに，政府の経常支出はむしろ増加傾向にある。

最後に，表 10で開発支出の部門別内訳をみると，構造調整下では債務返済に直接つながる直接生 

産部門が重視されるが，農業の比重はむしろ減少している。一方，運輸や政府建物といったインフ 

ラ部門は減少傾向にある。そして，長期の観点からの支出である社会サービスの比重は高まってい 

る0

表1 0 中央政府の開発支出の部門別シェア

(単 位 ：%)
1973-79 1980-82 1983-86 1987- 94

農業 22.1 19.2 16.3 11.4
運輸 36.4 33.5 30.0 26.2
社会サービス 7.0 11.5 29.1 20.7
政府建物 12.5 16.6 7.9 1.6
その他 22.0 19.2 16.7 40.1
出所：坂元浩ー「マラウイの構造調整計画の実績」『アフリ 

力研究』 日本アフリカ学会，1992年，

M alawi Government, Economic ゆo片の各年版を 

利用して作成。
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(2) 公企業の改革の実施状況と効果

まず公企業全体の改革の進埗を表11でみると，経営の安定度を示す収支状況を表す総合収支は黒 

字に転換している。 しかし，構造調整の中心課題である投資効率（売上高の増分の投資に占める比率) 
は減少している。

表1 1 公企業の経営

1980-82 1983-86 1987-94
全公企業

総合収支Z 売 上 高 （％) — 2.6 - 2 . 8 6.4
投資/ 売 上 高 （％) 29.7 27.3 36.5
総合収支，投資 - 0 . 2 - 0 . 2 0.2
売上高の増分/ 投 資 （単年度） 0.6 0.7 0.5
売上高の増分/ 投 資 （3 か年移動平均） 0.4 0.6 0.5
長期債務/ 売 上 高 （％) 36.8 129.8

農業開発 • 流通公社 (ADMARC)
総合収支/ 売 上 高 （％) - 2 . 1 - 4 . 2 2.7
投資/ 売 上 高 （％) 8.8 29.2 2.4
総合収支/投資 2.2 1.3 1.3
売上高の増分/ / 投 資 （単年度） - 1 . 5 - 0 . 1 7.6
売上高の増分，投 資 （3 か年移動平均） 0.9 5.0 6.8
長期債務/ 売 上 高 （％) 15.1 34.5

マラウイ電力供給公社（ESCOM)
総合収支Z 売 上 高 （％) 21.0 10.8 36.7
投資/ 売 上 高 （％) 113.3 40.7 116.4
総合収支/投資 0.2 0.3 0.4
売上高の増分，投 資 （単年度） 0.2 0 .5 0.2
売上高の増分/ 投 資 （3 か年移動平均） 0.2 0.4 0.2
長期債務/ 売 上 高 （％) 85.3 291.1
出所 ：M alawi Government, Economic R e p o r tの各年版を利用して作 

成した。

次に，主要な公企業 2 社の財務状況をみる。対象は，農業開発 • 流 通 公 社 （ADMARC) とマラウ 

イ電力供給公社（E S C O M )である。A D M A R C は全公企業の売上高の 5 割弱，E S C O M は投資の 4 
割から 5 割を占める。

まず政策の実施状況をみると，A D M A R C は前節で述べたように，小農作物の買付価格を低くす 

ることによって得た利潤をエステートや農産加工業に投資していたが，非効率な経営により構造調 

整開始前には赤字構造になっていた。 そこで，国際市場の価格に対応するように小農価格を調整す 

ることによって農民にインセンティブを与えて生産増加を図ると同時に，非効率な投資を抑制する
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政策が採られた。E S C O M についても， 80年代前半の経営悪化から抜け出すために，電力料金を経 

済的に設定するような政策が採られた。

次に政策の効果をみると，両者とも経営の安定度を示す収支（総合収支の売上高に対する比率）は改 

善している。 しかし，E S C O M の投資効率に向上はみられない。

最後に，公企業の民営化について触れると，マラウイにおいては近年までほとんど民営化が行わ 

れていないのが現状である。少なくとも，主要企業は公企業に止まっている。元々ガーナは金融機 

関まで公企業を樹立し，マラウイでは非金融機関のみの公企業となっているが，ガーナ及び隣国の 

ザンビアを含む他のアフリ力諸国で民営化が急速に行われつつあることと対照的である。94-95年 

のデータでみると，他のアフリカ諸国では多くの企業が民営化されているが，マラウイでは唯一 

M ala w i B oo k  S e r v ic eのみが民営化された。

4 . 3 その他の目標への効果

構造調整政策とその他の経済政策を合わせた効果として，構造調整が本来目指す目標以外の指標 

についてみると（3 章参照)，まず持続的成長を表す指標であるG D P の成長率は8 3-86年に 3 . 4% に回 

復したものの， 1987-90年に 1 .0 % に減速している（表12参照)。 また表 4 でみたように， この成長は 

構造調整に反する政府部門の拡大に支えられている。

表1 2 持統可能性

1974-79 1980-82 1983-86 1987-94
実質 GDP (市場価値） 

年平均成長率 (%) 5.9 - 1 . 0 3.4 1.0
名目設備投資額

対 G D P比，年平均 (%) 24.3 17.4 13.2 14.5
名目貯蓄額

対 G D P比，年平均 (%) 18.7 16.9 13.4 6.4
対設備投資比，年 平 均 （％) 76.8 97.2 101.9 44.3

出所：IMF, International Financial Statistics, 1996 を利用して作成。

持続的な経済成長を支えるべき設備投資についてみると，G D P に占める比率は 1983- 86年から 

1987-94年にかけて上昇しているが，以前の高い水準に戻ってはいない。また投資のファイナンス面 

をみると，国内貯蓄の設備投資に対する比率は8 7-94年においてはむしろ大幅に低下しており，持続 

的な成長が達成されていないことがわかる。貯蓄が増加しないのは，生産ないし所得の水準が上昇 

しないこともあるが，表 4 でみたように実質金利がマイナスからプラスに転換しないことも大きな 

要因であると考えられる。

次に，マクロ水準のみならず，公企業レベルの持続可能性を表 11でみると，公企業全体の投資率
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(投資の売上高に占める比率）は増加し，利 益 率 （総合収支の売上高と投資に占める比率） も向上してい 

る。 しかし，売上高に占める長期債務の比率は上昇しており，厳しい財務状況が続いている。次に 

A D M A R C と E S C O M についてみると，利益の投資に対する比率は向上しておらず，長期債務の売 

上高に対する比率も上昇している。

最後に，経済全体の対外債務の負担度は 94年においても依然として大きく，対外債務返済額と残 

高の輸出に占める比率は，年平均でそれぞれ 17 .6 % ，5 2 6 .4 % と高い水準にある。後者は81年に構造 

調整が始まって以来最も高い水準に達している（1980年の輸出に対する債務返済額及び債務残高の比率 

はそれぞれ27.7%，260.8% )。また，構造調整下で金利の高い融資は実施されていなかったが，問題は 

同国の債務のかなりの部分を世銀が占めているということである（94年の債務残高の総額19億8,900万 

ドルのうち12億1,500万ドル)。経済危機救済のために供与された構造調整融資さえ返済ができないと 

いう大変な状況に陥っているといえる。

5 . 資源移転の変イ匕

本節では，構造調整計画は経済全体でみたときに資源移転を変化させるので，生産部門間，経済 

主体間でみた資金フローの変化を分析することとする。

5 . 1 生産部門間資源移転

まず小農の生産者所得とA D M A R C の輸出所得の差額を計算して，それを小農部門からの資源移 

出 （アウト • フロ一） と定義した。表 1 3をみると， アウト •フ ロ ー は 設備投資に比較して大きいこと 

がわかる。 1987-94年にはその比率は低下している。

また，政府の開発支出の農業部門に向けられる部分は多くは小農向けであるので， これを小農部 

門への資源移入 （イン • フロー） とみなして， それをアウト.フロ一から差し引くと小農部門からの 

純移出額を計算できる。表 13によれば，構造調整後においても 70年代と同様に資源の純流出が続い 

ている。構造調整が期待した小農部門への資金フローの増大は実現していないと言える。

次に，商業銀行融資の部門別内訳を表 14でみた。農業部門への融資の大部分はエステートに向け 

られたものであるが，1987-94年の期間において同部門への融資の全融資に占める比率は減少してい 

る。 これに対して，製造業と卸小売業の比率は上昇している。

5 . 2 経済主体間資源移転

最後に，経済主体間の資源移転の変化を銀行による資金フロ一でみた。表 15でわかることは， 中 

央政府に対する融資は 1987-94年に増大しており，構造調整と反する結果が出ていることである。中 

央 銀 行 （マラウイ準備銀行）の中央政府への融資額は商業銀行の民間部門に匹敵する大きさである。
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表1 3 小農部門への資源移転

1974-79 1980-82 1983-86 1987-94
小農の生産者所得

対輸出所得比率，年 平 均 （％)
輪出所得との差額（アウト•フロ一）

0.48 0.77 0.59 0.66

年平均額（百万クワチャ） 25.5 13.0 52.2 95.6
対 G D P比 （％) 4.2 1.3 3.0 2.2
対設備投資比 （％) 18.5 6.9 22.9 13.7

小農への開発支出（イン . フロー）

年平均額（百万クヮチャ）

小農への資源純移転（イン.フローと 

アウト . フローの差額）

14.9 15.4 25.3 49.9

年平均額（百万クヮチャ） - 1 0 .6 2.4 - 2 6 .9 - 4 5 .7
対 G D P比 （％) - 1 . 7 0.2 - 1 . 6 - 1 . 1

出所 ：National Statistical Office, Monthly Statistical Bulletin, various issues, 
M alawi Government, Economic Report, various issues,
World Bank, African Development Indicators 1996 を利用して作成。

表1 4 商業銀行& 资の部門別シェア

(単位 ：%)
1975-79 1980-82 1983-86 1987-94

農林水産業 38.2 51.8 57.6 31.2
製造業 10.6 3.5 6.4 22.0
卸小売業 30.4 9 .7 15.0 28.2
その他 20.8 35.0 21.0 18.6
出尸斤：Reserve Bank of M alawi, Financial and Eco

nomic Review, N o . 1 1 9 9 6 を利用して作成。

もっとも，商業銀行の民間部門への融資額が 1983-86年に比較して大幅に増加していることは評価で 

きる。

6 . 結びに代えて

マラウイの構造調整計画は世界の他の途上国に先んじて 1981年に開始された。本研究においては， 

同計画の実績として，政策の実施の程度と効果の 2 つを分析した。 また，資源移転の変化を生産部 

門間，経済主体間でみた。分析のレベルとしては，マクロのみならず，セクタ一 ， 企業水準も対象 

とした。
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表1 5 銀行による融資先

(単 位 ：百万クワチヤ）

1980-82 1983-86 1987-94
商業銀行

対民間 197.7 233 606.7
対公企業 25.3 36.1 57.7
対中央政府 24.9 77.5 162.4

中央銀行

対民間 32.4
対公企業 36.7 56.6 95.7
対中央政府 138.4 287.6 664.1

出所：Reserve Bank of Malawi, Report and Accounts 
の各年版を利用して作成。

まず政策の実施は不十分であった。他のアフリ力諸国と同様に既得権益グループからの抵抗が大 

きいために政府支出や民営化などの公的部門改革が実現していない。資金フローの変化をみても，

80年代後半から 90年代初めにかけて中央政府への資金移転が急増している。為替レートの切り下げ 

は，マラウイの輸出品のほとんど（エステート生産）が一次産品であることから輸出の増加につなが 

っていない。

小農部門への価格インセンティブは与えられるようになり生産も増えたが，経済全体の構造を変 

えるまでには至っていない。小農部門に関わる資金のイン • フローとアウト•フローを比較してみ 

ると，構造調整期間においても資源の純流出が続いている。

総じて言えば，対外債務の負担度はかなり増大しており，マラウイのような低所得国においては， 

構造調整計画の実施が十分に行われ， またその効果が現われるには， 10年余りでは不十分であると 

いうことになる。

以上経済面の分析を行い，その結果は芳しいものではないことがわかった。 しかし，世銀と IM F  
が比較的長く推進してきた構造調整計画の成果として，高く評価できるものをより積極的に把握す 

るために，投資効率と貯蓄の内訳， そして所得階層，各産業及び企業毎のより詳細の分析が必要で 

ある。 また，併せて構造調整計画への批判として多い社会面への影響も分析対象としなければなら 

ない。 そして，構造調整計画の設計（デザイン）へのフィードバックを行うことが将来の課題であ 

る。

(常葉学園浜松大学助教授）
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